
  

近江八幡市議会の概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

沙沙貴神社となんじゃもんじゃの木 

水郷地帯（全国初の重要文化的景
観）を遊覧する手漕ぎ和船 

スペイン・セビリア万博（1992 年）に
復元展⽰された安⼟城天主閣 

琵琶湖で最大の有人島である沖島 
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《近江八幡市の誕生》 
 
 近江八幡市は、平成 22 年３⽉ 21 日、 

旧近江八幡市と旧安⼟町が合併して誕生 
しました。 

旧安⼟町は、さかのぼること天正４年 
（1576 年）に織⽥信⻑公が安⼟⼭に五層 

七重の安⼟城を築城し、天下布武を目指 
した地でありました。 

信⻑公は楽市楽座令を出して商業を活 
 性化させるだけでなく、街道の１⾥（約 
 ４ｋｍ）ごとに樹⽊を植えて⾏軍の目印 
 とするなどの⼟⽊事業にも⼒を注いでい 
 たと言われています。 
  しかし、本能寺の変で信⻑公が討たれ、

安⼟城だけでなく安⼟⼭下町中に火が放
たれましたが、３年後の天正 13 年（1585 年）、豊⾂秀次公が八幡⼭に築城した八幡⼭城
の城下に安⼟の町衆を引き連れていったと言われています。 

  碁盤の目状に区画整理された八幡⼭下町中では楽市楽座が継承され、琵琶湖を⾏き交う
商船はすべて八幡堀を通ることを義務づけるなど、自由商業都市を目指しましたが、謀反
の罪を負わされてわずか５年で城主の座を明け渡すこととなりました。 

  八幡⼭城でも城主を早くに失いましたが、日本国内だけでなく海外にも商いの手を広げ
た八幡商人（近江商人）を輩出するなど、商業を中⼼とするまちづくりが⾏われてきまし
た。 

  このように織⽥信⻑公と豊⾂秀次公という歴史的な人物が築き上げたまちは、時代を超
えてひとつとなり、新たな一歩を歩みだしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近江八幡市第１次総合計画（平成 31 年３⽉策定） ≪将来のまちのすがた≫ 
 

本市では、全国の自治体に先駆けて、2017 年（平成 29 年）４⽉に「近江八幡市ＳＤＧｓ
推進本部」を設置し、各分野における持続可能なまちづくり事業の推進を図っているところで
あり、総合計画においても計画を進める上での基本姿勢に位置づけています。 

※ＳＤＧｓ︓2030 年に向けての⾏動計画として国連サミットが採択した 17 の持続可能な開発目標 

人がつながり 未来をつむぐ 
「ふるさと近江八幡」をめざして 
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《国際交流都市・国内交流都市》 
◆国際交流 

  【姉妹都市】 
   アメリカ合衆国ミシガン州グランドラピッズ市（昭和 61 年８⽉４日調印） 
   大韓⺠国慶尚南道密陽市（平成６年 12 ⽉１日調印） 
   イタリア共和国マントヴァ市（平成 17 年２⽉ 20 日調印） 
 

  【兄弟都市】 
   アメリカ合衆国カンザス州レブンワース市（平成９年２⽉１日調印） 
   
 ◆国内交流 
  【夫婦都市】 
   静岡県富士宮市（昭和 43 年８⽉３日調印） 
 
  【姉妹都市】 
   北海道松前郡松前町（昭和 59 年 10 ⽉３日調印） 
 
  【友好都市】 
   北海道檜⼭郡上ノ国町（平成９年 11 ⽉１日調印） 
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１．近江八幡市の概況                             
① 位置と地勢 
  滋賀県のほぼ中⼼に位置し、北は琵琶湖、東は東近江市、南は⻯王町、⻄は野洲市に接

しています。また琵琶湖で最大の有人島である沖島（沖ノ島）があります。 
  面積は 177.45 ㎢（内 琵琶湖水面 76.03 ㎢を含む）で滋賀県全体の 4.4％を占めます。

市域には、北部に⻑命寺⼭、八幡⼭、東部に安⼟⼭、繖⼭（きぬがさやま）、箕作⼭（みつ
くりやま）、南部に瓶割⼭（かめわりやま）、雪野⼭など、標高 200〜400ｍの美しい⼭々
があり、市域の中央部に⽩⿃川、東部に蛇砂川、⻑命寺川、⼭本川、⻄端に日野川が流れ、
それぞれ琵琶湖に流⼊しています。 

  北東部に広がるラムサール条約の登録湿地である⻄の湖は、琵琶湖で最も大きい内湖で
あり、ヨシの群生地である水郷地帯は琵琶湖八景の一つに数えられ、水と緑に恵まれた美
しい風景と歴史風⼟に恵まれた地域です。 

 
② 交通の状況 
  鉄道は、市域の中央部にＪＲ東海道本線（琵琶湖線）、近江鉄道がとおり、ＪＲ安⼟駅、

ＪＲ近江八幡駅、ＪＲ篠原駅の３駅は、東近江地域の⽞関⼝となっています。幹線道路は、
市域の南側に国道８号、中央部に主要地⽅道大津能登川⻑浜線、琵琶湖岸にはさざなみ街
道（湖周道路）などがあります。 

 
③ 歴史文化 
  この地は古くから農業を中⼼に栄え、古く弥生時代の農耕集落「大中の湖南遺跡」、そし

て中世城郭を代表する日本最大の⼭城「観音寺城跡」、天下の名城「安⼟城跡」など、各時
代を代表する国の史跡が点在しています。【㈶日本城郭協会の「日本の 100 名城」に認定】 

さらに近江風⼟記の丘、美しい水郷の風景が広がる⻄の湖、近江商人のまちなみなどの
伝統的な建造物（重要伝統的建造物群保存地区）など数多くの歴史遺産があり、「沙沙貴ま
つり」や「左義⻑まつり」など、城下町の薫り高い伝統文化が脈々と受け継がれています。
さらには、江⼾と京都を結ぶ幹線であった中⼭道、朝鮮通信使が通った朝鮮人街道沿いに
できた街道文化や景観は、今日も各所で受け継がれています。 

なお、八幡堀と⻄の湖一帯は「近江八幡の水郷」として重要文化的景観の全国第一号に
選定されています。 
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④ 人口・世帯数の状況 
過去の人⼝推移をみると、高度経済成⻑にともない昭和 45 年以降に急激な人⼝増加が

始まりましたが、平成 22 年の国勢調査をピークに平成 27 年の国勢調査以降、しばらく減
少が続いていました。近年はやや回復傾向にあります。 

また年齢構成をみると、全国傾向と同様に急速な高齢化が進展し、令和２年には 65 歳
以上人⼝の割合は 28.0％となり、今後も増加が予想されます。 

世帯数についても全国傾向と同様に核家族化が進み、増加傾向にあります。 
 

■国勢調査での人⼝・世帯数の推移 

 15 歳未満 15〜64 歳 65 歳以上 合計 世帯数 

平成 17 年 
11,492 人 53,506 人 15,316 人 80,610 人 

26,970 
14.3% 66.4% 19.0% 100.0% 

平成 22 年 
11,614 人 52,044 人 17,610 人 81,738 人 

28,617 
14.2% 63.7% 21.5% 100.0% 

平成 27 年 
11,752 人 48,372 人 20,726 人 81,312 人 

29,784 
14.5% 59.5% 25.5% 100.0% 

令和 2 年 
11,335 人 46,578 人 22,493 人 81,122 人 

31,403 
14.1% 57.9% 28.0% 100.0% 

＊総人⼝は、年齢不詳を含むため、年齢３区分人⼝と一致しません。 

 

 

 

  令和８年４⽉３０日現在（住⺠基本台帳調べ） 

人 ⼝ ８１，６６７人 （男性 40,140 人︓⼥性 41,527 人） 

世帯数 ３６，６０６世帯 
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⑤ 産業の動向 
（ア） 産業別就業人⼝（資料︓国勢調査） 

就業人⼝は平成 12 年国勢調査をピークに減少傾向にあるものの、全国傾向と同様に高
齢化が進んでいることが推測されます。産業別就業人⼝においては、第二次産業就業者数
は大きな変化はありませんが、第三次産業は増加しています。第一次産業は平成 17 年度
に持ち直しましたがその後減少傾向にあります。 

 

■産業別就業人⼝ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業所数の推移 
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（イ） 農業・漁業（資料︓農林業センサス） 
農業は、北部の⼲拓地や広範囲に広がる優良農地を背景に、水稲、畜産などを中⼼とし

て発展してきましたが、農家数は減少を続け、令和 2 年では 897 ⼾となっています。 

経営耕地面積も減少していますが、農業従事者数の減少の⽅が顕著であり、農家一⼾あ

たりの経営耕地面積は増加しています。 

また、本市は琵琶湖で最大の漁獲高を誇る沖島をはじめ複数の漁業協同組合があります

が、いずれも高齢化及び後継者不⾜により経営体数及び従業者数は減少しています。 

 

■経営耕作地面積及び農家数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■⼟地利⽤の状況 （令和 6 年 1 ⽉ 1 日時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ha） 
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（ウ） ⼯業（資料︓⼯業統計調査、経済センサス活動調査） 
⼯業は、主に国道８号沿いの⼯業団地を中⼼に構成されており、⼯業の事業所数は平成

27 年から減少傾向にありましたが、令和元年より徐々に増加しています。製造品出荷額は
平成 30 年に増加しましたが微減となっています。 

 
■製造品出荷額の推移    
 
（千万円） （事業所） 

※令和３年度の製品出荷額はデータ未集計 
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（エ） 観光（資料︓滋賀県観光⼊込客統計調査書） 
ラムサール条約の登録湿地である琵琶湖や⻄の湖に代表される豊かな自然、近江商人ゆ

かりの八幡堀や重要伝統的建造物群保存地区、多くの神社仏閣や安⼟城跡などの歴史文化
遺産に恵まれ、また、近江⽜や琵琶湖の湖⿂料理の一つであるふなずしなど特産物も多い
地域です。 

近年は、ＮＨＫ大河ドラマや⺠放テレビ局のドラマの舞台に取り上げられることも多く、
多くの観光客がこの地域を訪れられますが、平成 21 年以降は、若⼲の減少傾向にありま
したが、平成 27 年に新たな購買施設がオープンし、大幅増となりました。また、ＮＨＫ大
河ドラマに関連付けた滋賀県観光キャンペーンの展開等により、近年は増加傾向にありま
したが、令和２年は新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により、大幅な減少となりま
した。しかし、令和５年に新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移⾏した後は、観光
客数はコロナ禍前ほどに回復しました。 

 

 ■観光客⼊り込み客数の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（千人） 



 - 9 - 

２．近江八幡市議会の概要                           
 
◆議員の定数 ２２人 

現員数   ２２人  
 

◆会派別・党派別議員数 （令和８年５⽉ 1 日現在） 
 

 

 

 

 

      

 

◆常任委員会等  
委 員 会 名 定数 所 管 事 項 

総 務 常 任 委 員 会 ７ 

総合政策部・総務部・安⼟町総合支所・会計管理者・監査
委員・選挙管理委員会・公平委員会・固定資産評価審査委
員会・総合医療センターの所管に属する事項及びその他
の委員会に属さない事項。 

教育厚生常任委員会 ７ 
福祉保険部・子ども健康部・教育委員会の所管に属する事
項。 

産業建設常任委員会 ７ 
市⻑直轄組織・市⺠部・都市整備部・産業経済部・水道事
業所・農業委員会の所管に属する事項。 

予 算 常 任 委 員 会 ２２ 一般会計予算に関する事項 

 

議 会 運 営 委 員 会 ７ 地⽅自治法第１０９条の第３項に掲げる事項 

 

 
 

会  派 人 員 会  派 人 員 
政 翔 会  7 人 公 明 党 ２人 
創 政 会 6 人 無 所 属 ２人 
日 本 共 産 党 3 人   

育 政 会 ２人   



 - 10 - 

◆常設委員会  

広 報 広 聴 委 員 会 １０ 
市議会の活動及び審議状況を市⺠に周知するため、
また、市⺠参加および市⺠との連携の充実をはかる
ために設置 

 

 

◆特別委員会  

市庁舎整備等特別委員会 １１ 
市庁舎及び周辺整備に係る取り組みを検討するため
に設置 

議 会 改 革 特 別 委 員 会 １１ 議会改革に関する調査研究ために設置 

 

 

◆会議録・議会報 

会 議 録 
16 部を作成し、各部・情報公開コーナー・支所等に配布のほか、インター
ネットによる公開を実施（会議録検索システム）。 

議会だより 
年４回、市の広報紙に折込みのうえ全⼾配布（30,200 部） 
Ａ４判 全面４色刷  20 ページ（発⾏ごとに変更される場合あり） 
市ホ－ムページにも掲載。 

議会中継等 

生 中 継…① ㈱ＺＴＶの⾏政チャンネルで生中継 
     ② YouTube によるネット配信 

〔①平成 24 年第１回６⽉定例会から実施〕 

録画放送…① ㈱ＺＴＶの⾏政チャンネルで録画放送 
② 会議録とリンクさせ、ネット上での録画配信 
〔①平成 24 年第１回６⽉定例会から実施〕 

そ の 他…閉会後、㈱ＺＴＶの⾏政チャンネルで定例会の概要報告の 
番組を放映 
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◆議会報告会 
近江八幡市議会基本条例に基づき、市⺠に開かれた議会とするため、議会報告会を開催

しています。 
 

回 開催日 開催内容 
参
加
人
数 

概 要 

17 令和８年 
１⽉ 24 日（⼟） 

・カフェコーナー 
・新庁舎⾒学ツアー 
・議場タウンミーティング 
・議会だよりに関するシールアンケー

ト等 
 
会場︓市役所 4 階 本会議場・ロビー 

60 令和7年度の議会報告会は、昨年度と同様に
「ぎかいカフェ」としてカフェ⽅式で開催し
ました。今年度は新庁舎オープンに伴う庁舎
⾒学ツアーを⾏い、議場でタウンミーティン
グ、近江八幡市を含む5つの市議会だよりに関
するシールアンケート等を実施しました。 

16 令和 7 年 
3 ⽉ 29 日（⼟） 

・カフェコーナー 
・各常任委員会報告会 
・市政に関するシールアンケート等 
・クラフトコーナー 
 
会場︓イオン近江八幡ショッピングセ
ンター１番街１階セントラルコート 

－ 令和６年度の議会報告会は、昨年度と同様に
「ぎかいカフェ」としてカフェ⽅式で開催し
ました。オープニングイベントではひよっこ
だんすくらぶによるパフォーマンスの披露と
国スポ・障スポの紹介を⾏い、各常任委員会
委員⻑から活動報告やディスカッションなど
を実施しました。 

15 令和６年 
3 ⽉ 30 日(⼟） 

・カフェコーナー 
・市政に関するシールアンケート等 
・スポーツ体験コーナー 
 

会場︓イオン近江八幡ショッピング
センター１番街１階セントラルコート 

－ 令和５年度の議会報告会は、市議会を⾝近に
感じてもらうために、「ぎかいカフェ」として
カフェ⽅式で開催しました。議員が市⺠の皆
さまにボードを⽤いて質問をするシールアン
ケート等や意⾒交換会を⾏いました。また、
２０２５年に国スポ・障スポが開催されるこ
とにちなみ競技の体験コーナーを設置しまし
た。 

14 令和 4 年 
10 ⽉ 15 日（⼟） 
10 ⽉ 1６日（日） 
 

・各常任委員会報告 
・市政に関するアンケート 

会場︓平和堂篠原店前 
   近江八幡駅北⼝ 
   安⼟フレンドマート前 
   近江八幡駅南⼝ 

－ 令和４年度の議会報告会は、広聴に重点を置
いて、議員が街頭に出向き実施しました。各
常任委員会からの報告の後、財政、医療、教
育、子育て、防災、環境等の中から、関⼼の高
いテーマを選択いただき、市政に関するご意
⾒をお聞きしました。 

13 令和 3 年 
11 ⽉ 14 日(日) 
11 ⽉ 21 日(日) 
 
令和 4 年 
2 ⽉ 17 日(⽊)〜        

・市⺠アンケート調査 
 子育て世代を中⼼に市政に関するア

ンケートを実施 
 
・YouTube での動画配信及び市議会 
 ホームページに掲載 
１年間の議会活動の報告 

－ 令和３年度の議会報告会は、新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止のため、密を避け屋外に
おいて、議員が市⺠の皆さまにボードを使⽤
して質問をするアンケート形式で⾏いまし
た。また、年度末には１年間の議会活動の内
容について、YouTube 配信と本市議会のホー
ムページに掲載しました。 
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◆報酬費⽤弁償等 
（１） 報酬                             （単位︓円） 

＊︓合併当初は旧市の議員報酬と旧町の議員報酬が異なっていましたが、平成 23 年 1 ⽉ 1 日 
から 350,000 円に統一されました。≪H22.12.20 議決≫ 

   

（２）研修旅費  
 

委 員 会 ⾦  額  等 

常任委員会 年間１人当たり 70,000 円以内 

特別委員会 年間１人当たり 50,000 円以内 

議会運営委員会 年間１人当たり 50,000 円以内 

 

（３）政務活動費  

 年間１人当たり 240,000 円 

各会派ならびに会派に属さない議員に半期毎に前払いで支給。 

    収支報告書をホームページで公開 

     

（４）その他費⽤弁償  

支給なし 

 
 

   施⾏日 

職名 
新市発⾜当初 

（Ｈ22.3.21 合併） 
Ｈ23.5.1〜 

（Ｈ22.12.20 議決） 
R5.８.1〜 

（R5.7.13 議決） 

議 ⻑ 440,000 455,000 475,000 

副議⻑ 387,000 400,000 412,000 

議 員＊ 350,000 
  （185,000） 

360,000 376,000 

市 ⻑ 840,000 880,000 880,000 

副市⻑ 710,000 730,000 730,000 

教育⻑ 670,000 685,000 685,000 
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◆質疑・質問 
（１）発言日数  議会運営委員会において、その都度協議 
 
（２）発言区分  代表質問および個人質問 
 
（３）発言者数  代表質問 会派で１名以内 
         個人質問 すべての議員（代表質問をした議員は除く） 
 
（４）発言時間  代表質問 １会派につき 30 分＋会派員数×５分 
         個人質問 １名につき 30 分以内 
 
（５）発言順序  定例会・臨時会 

   代表質問 多数会派より 
                ＊ただし、同一人数の会派が２以上ある場合の順序は、 

当該会派ごとの輪番制。 
               個人質問 抽選 
 
 
 
◆事務局体制 
  局⻑（１人）   次⻑（１人）    議事担当（１人） 
                     政務調査担当（１人） 
                     庶務担当（１人） 
                    （会計年度任⽤職員１人） 
                     
 
 
 
 
 
 
 
 



 - 14 - 

近江八幡市議会基本条例 
平成 23 年第１回市議会定例会（３⽉）において議員提案により「近江八幡市議会基本条

例」が全会一致で可決され、４⽉１日から施⾏されました。 
また、条例制定から１０年以上経過していることより、令和５年から検証及び⾒直しを進

め、新たに災害時の議会対応や情報通信技術の活⽤について規定するとともに、文言等の⾒
直しを加え、令和７年４⽉１日に改正を⾏いました。 
 

 条例の組み⽴て 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 議会の市⺠参加 
市⺠が意⾒を述べることのできる懇談会、議会報告会等を開催し、市⺠との意⾒交換に 

より政策提案の拡大を図ること。 
 議員の質問に対する市⻑等の「反問」 

本会議等において、議論の争点や論点を明らかにし、市⺠等にわかりやすい議論とする
ため、市⻑等が質問の趣旨等の確認のため、議⻑の許可を得て逆に質問ができること。 

 議員間の自由討議 
現在でも⾏われていますが、今後さらに活発な自由討議が重要であるとの考えから、議

員間の自由討議を明確にしたこと。 
 執⾏機関に政策の⽴案・提案を⾏うとともに、市⺠に開かれた議会を目指す 

議会は、市⺠の多様な意⾒を市政に反映させるため、積極的に施策の⽴案及び提案を⾏
うこと。また、公正性・透明性が確保され、市⺠に開かれた議会を目指す。 

 会議は公開 
議会は、活動に関する情報を積極的に市⺠に公表し、透明性を高めるため、本会議のほ

か全ての会議を原則公開する。ただし、議⻑等が非公開と決定したときはこの限りでない。 

前文 
第 １ 章 総則（第１条） 
第 ２ 章 議会及び議員の活動原則（第２条－第５条） 
第 ３ 章 市⺠と議会の関係（第６条・第７条） 
第 ４ 章 議会と⾏政の関係（第８条－第 11 条） 
第 ５ 章 討論の尊重（第 12 条） 
第 ６ 章 委員会の活動（第 13 条） 
第 ７ 章 議会及び議会事務局の体制整備（第 14 条－第 18 条） 
第 ８ 章 政務活動費（第 19 条） 
第 ９ 章 議員の政治倫理、⾝分及び待遇（第 20 条－第 22 条） 
第１０章 他の条例との関係及び⾒直し手続（第 23 条－第 25 条） 
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近江八幡市議会議員政治倫理条例 
平成 31 年第１回市議会定例会（３⽉）において議員提案により「近江八幡市議会議員政治

倫理条例」が全会一致で可決され、４⽉１日から施⾏されました。 
 

 条例の組み⽴て 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 目的 
近江八幡市議会議員が市⺠の厳粛な信託により付託を受けたものとして、議員の権限及

び影響⼒を不正に⾏使することがないように、二元代表制の原則のもと公平で公正な⺠主
主義を体現する者としての自覚を持って、議員の倫理意識の向上及びその確⽴に努めるこ
とを目的とする。 

 議員の責務 
議員は、市⺠全体の代表者として、市⺠の倫理及び良⼼の模範となるように努めるとと

もに、その役割及び社会に対する責任を深く自覚しなければならない。 
 政治倫理の宣誓 
  議員は、政治倫理に関する研修を受け、議員政治倫理条例を遵守する宣誓書を議⻑に提出。 
 政治倫理基準 
  議員が遵守しなければならない政治倫理の基準を規定。上位法の遵守とともに、地位を

利⽤した⾦品等の授受、職員の採⽤及び異動等の関与、人権侵害及び議員の品位を貶める
ような⾏為、公租公課等の滞納、役員就任にかかる利益誘導等、特定の者に対する有利な
働きかけ、公正な職務執⾏を妨げる不当な⾏為等の⾏為を⾏わないこと。 

第 １ 条 目的 
第 ２ 条 議員の責務 
第 ３ 条 政治倫理の宣誓 
第 ４ 条 政治倫理基準 
第 ５ 条 審査の請求 
第 ６ 条 審査会の設置 
第 ７ 条 委員⻑等 
第 ８ 条 会議 
第 ９ 条 専門的知⾒の活⽤ 
第１０条 議員の協⼒義務 
第１１条 審査会の審査 
第１２条 審査の報告及び公表 
第１３条 審査後の措置 
第１４条 その他 
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 審査の請求 
  政治倫理基準に違反する疑いがある議員があるときは、議員定数の３分の１以上（８名

以上）の連署で、議⻑に対して審査を請求できる。議⻑は、議員政治倫理審査会に審査を
付託する。 

 審査会の設置 
  審査会は議員定数の３分の１以上（８名以上）で構成され、委員は議員の中から議⻑が

指名。審査の請求をした議員は委員になることができない。 
 委員⻑等 
  審査会は委員⻑及び副委員⻑は委員の互選。 
 会議 
  審査会の会議は委員⻑が招集し議⻑となる。会議の議事は、出席した委員の過半数で決

する。 
 専門的知⾒の活⽤ 
  必要がある場合は、学識経験者等に審査請求事案を調査できる。 
 議員の協⼒義務 
  審査の対象とされた議員は、審査会⼜は学識経験者等から請求があるときは審査に関係

する資料と提出し、説明する等の協⼒義務を規定。 
 審査会の審査 
  審査会は、審査の請求に対し、その適否及び政治倫理基準に違反する⾏為の存否につい

て審査する。会議は公開とするが、出席委員の過半数の同意により、会議を非公開とする
ことが可能。 

 審査の報告及び公表 
  審査会は、請求された審査の事案の審査を終えたときは、議⻑にその結果を報告する。

議⻑は、その概要を公表する。 
 審査後の措置 
  議会は、審査の報告を尊重する。審査対象議員は、その報告を厳粛に受けとめ、市⺠及

び議会に対し信頼回復のために必要な措置を講じなければならない。 
 その他 
  条例施⾏に必要な事項は、議⻑が規則で定める。 
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近江八幡市議会業務継続計画（議会ＢＣＰ） 
市議会において、大規模災害または感染症の大規模流⾏等が発生した際、市災害対策本部

と連携し、市⺠の安全・安⼼の確保や被害の拡大防止、議会機能の早期回復を図ることを目
的に、二元代表制の一翼を担う議会及び議員の対応について必要な事項を定めた「近江八幡
市議会業務継続計画（ＢＣＰ︓Business Continuity Plan）」を令和４年２⽉に策定しました。 
 

 計画の主な内容 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜目的＞ 
大規模災害などの非常時においても、二元代表制の趣旨に則り、議事・議決機関、住⺠

代表機関として議会が、迅速な意思決定と多様な市⺠ニーズの反映に資するという議会の
機能維持を図るため、必要となる組織体制や議員の⾏動基準などを定めた市議会業務継続
計画を策定するものである。 

＜計画の概要＞ 
 災害発生時の議会及び議員等の役割と⾏動基準 

○議会、議員の役割                          
   議会は、様々な災害等の種別、時期や程度を想定し、その対応が図れるよう体制を整

１ 目的 
２ 対象とする災害等 
３ 災害時の議会及び議員の役割 
４ 災害等発生時の議会・議員等の⾏動基準 
５ 業務継続計画⾏動基準 
６ 業務継続（感染防止）体制の構築 
７ 感染予防対策について 
８ 感染者及び濃厚接触者に関する対応と情報公開 
９ 議員等が被災⼜は感染した場合の議会運営 

１０ 議会ＢＣＰの弾⼒的な運⽤ 
１１ 議会ＢＣＰを運⽤するための環境整備 
１２ 議会ＢＣＰの⾒直し  

〇大規模災害発生時における議会、議員の役割を明確にする。 
〇大規模災害等が発生して人員、物、情報等の不⾜といった制約がある中でも、議会とし

ての初動期の⾏動基準、災害対策活動の支援、議会機能維持手順を予め定めておき、災
害等発生時においても議会機能を果たすことができるようにする。 

〇また、議員や事務局職員が感染症に感染した場合、感染のおそれがある場合に取るべき
対応を明確にする。 
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える。議員は災害発生時には地域の一員として救援・救護などの初動対応に従事する。 
○市との連携・協⼒                            

   災害対応に実質的かつ主体的に当たるのは⾏政であり、⾏政が初動及び応急対応にで
きるよう配慮が必要である。議会は、自らの役割を踏まえ、議会内の体制整備と併せて
市との協⼒、連携体制を構築する。 

○議会災害連絡会議の設置                         
   議⻑の判断により対策連絡会議を設置し、会議構成員を招集する。議員からの情報提

供、収集事項は災害連絡会議が集約する。 
 ○安否確認⽅法と確認事項                       
   議員は、自⾝や家族等の安全を確保し、自⾝の安否とその居所及び連絡先等を事務局

に連絡する。 
○災害発生時期に応じた活動内容の整理                             

   災害時及び感染症の発生段階の定義、⾏動基準、⾏動内容、参集時の判断基準など具
体的に明記し、迅速な⾏動を図る。 

 会議運営の判断基準及び対応                    
   議員及び事務局職員が被災あるいは感染した場合の⾏動と本会議、臨時会、委員会等

の会議運営の対応を明記する。 
 審議を⾏う環境の確保・整備                       
   審議を継続するため、庁舎、通信設備、情報システム、備蓄品など課題を明記し、計画 
  的に整備を図る。 
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３．令和 8 年度予算規模                          

一 般 会 計 52,200,000 53,000,000 △ 800,000 △1.5

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 7,960,000 8,070,000 △ 110,000 △1.4

介護認定審査会共同設置事業特別会計 57,300 36,800 20,500 55.7

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計
（ 保 険 事 業 勘 定 ）

7,250,000 7,080,000 170,000 2.4

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計
（ サ ー ビ ス 事 業 勘 定 ）

13,800 12,500 1,300 10.4

文 化 会 館 事 業 特 別 会 計 159,000 117,000 42,000 35.9

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 1,543,000 1,327,000 216,000 16.3

大中の湖地区基幹水利施設管理事業特別会計 87,500 - 87,500 皆増

特　別　会　計　　　小　　　　計 17,070,600 16,643,300 427,300 2.6

水 道 事 業 会 計 4,058,163 3,239,261 818,902 25.3

下 水 道 事 業 会 計 4,230,328 4,391,657 △ 161,329 △3.7

病 院 事 業 会 計 19,532,438 18,820,978 711,460 3.8

企　業　会　計　　　小　　　　計 27,820,929 26,451,896 1,369,033 5.2

合　　　　　　　　　　　　　計 97,091,529 96,095,196 996,333 1.0

※本予算は『骨格予算』であり、市長選挙後の市長公約等に係る政策的経費は、６月議会定例会において
　『肉付け予算』として編成します。

区　　　　　　　分
令和８年度 令和７年度 比            較

<< 会計別予算額 >>

当初予算額 (A) 当初予算額 (B) 増 減 (A－B) 伸　率

(単位：千円、％）

0
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一般会計当初予算額の推移

当初予算額（骨格予算） 肉付け予算

（単位：億円）
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<< 一般会計　歳入内訳 >>

12,158,000 23.3 11,854,000 22.4 304,000 2.6

個 人 市 民 税 4,597,000 8.8 4,356,000 8.2 241,000 5.5

法 人 市 民 税 671,000 1.3 651,000 1.2 20,000 3.1

固 定 資 産 税 5,440,000 10.4 5,393,000 10.2 47,000 0.9

軽 自 動 車 税 292,000 0.6 303,000 0.6 △ 11,000 △ 3.6

市 た ば こ 税 460,000 0.9 460,000 0.9 0 0.0

入 湯 税 14,000 0.0 13,000 0.0 1,000 7.7

都 市 計 画 税 681,000 1.3 678,000 1.3 3,000 0.4

旧 法 に よ る 税 3,000 0.0 0 0.0 3,000 皆増

222,000 0.4 229,000 0.4 △ 7,000 △ 3.1

10,000 0.0 5,000 0.0 5,000 100.0

60,000 0.1 47,000 0.1 13,000 27.7

40,000 0.1 20,000 0.0 20,000 100.0

200,000 0.4 190,000 0.4 10,000 5.3

2,100,000 4.0 1,880,000 3.5 220,000 11.7

0 0.0 35,000 0.1 △ 35,000 皆減

153,000 0.3 90,000 0.2 63,000 70.0

6,700,000 12.8 6,250,000 11.8 450,000 7.2

普 通 交 付 税 6,100,000 11.7 5,650,000 10.7 450,000 8.0

特 別 交 付 税 600,000 1.1 600,000 1.1 0 0.0

8,000 0.0 8,000 0.0 0 0.0

154,116 0.3 149,694 0.3 4,422 3.0

665,820 1.3 620,388 1.2 45,432 7.3

7,780,688 14.9 7,488,866 14.1 291,822 3.9

3,981,825 7.6 4,166,972 7.9 △ 185,147 △ 4.4

326,063 0.6 346,874 0.6 △ 20,811 △ 6.0

2,008,474 3.9 2,022,078 3.8 △ 13,604 △ 0.7

9,371,188 18.0 10,337,244 19.5 △ 966,056 △ 9.3

財 政 調 整 基 金 繰 入 金 970,000 1.9 2,200,000 4.2 △ 1,230,000 △ 55.9

減 債 基 金 繰 入 金 130,000 0.3 870,000 1.6 △ 740,000 △ 85.1
公共施設等整備基金繰入

金
1,797,998 3.4 2,787,144 5.3 △ 989,146 △ 35.5

ふるさと応援基金繰入金 5,922,998 11.3 4,005,967 7.6 1,917,031 47.9

そ の 他 の 基 金 繰 入 金 522,476 1.0 449,579 0.8 72,897 16.2

特 別 会 計 繰 入 金 27,716 0.1 24,554 -0.1 3,162 12.9

1 0.0 1 0.0 0 0.0

559,932 1.1 813,983 1.5 △ 254,051 △ 31.2

5,700,893 10.9 6,445,900 12.2 △ 745,007 △ 11.6

52,200,000 100.0 53,000,000 100.0 △ 800,000 △ 1.5

市 税

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額当 初 予 算 額 構 成 比

法 人 事 業 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

県 支 出 金

諸 収 入

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

歳　　入　　合　　計

市 債

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

伸　率

(単位：千円、％）

令 和 ７ 年 度 比            較比            較

増　　減
区　　　　　　　分

伸　率

令 和 ８ 年 度

構 成 比
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議 会 費 246,718 0.5 243,371 0.5 3,347 1.4

総 務 費 12,396,384 23.8 14,592,631 27.5 △ 2,196,247 △ 15.1

民 生 費 18,970,207 36.3 18,414,779 34.7 555,428 3.0

衛 生 費 4,456,135 8.5 4,103,396 7.7 352,739 8.6

労 働 費 22,734 0.0 46,690 0.1 △ 23,956 △ 51.3

農 林 水 産 業 費 828,477 1.6 1,184,757 2.2 △ 356,280 △ 30.1

商 工 費 412,805 0.8 583,838 1.1 △ 171,033 △ 29.3

土 木 費 2,839,925 5.4 2,745,475 5.2 94,450 3.4

消 防 費 1,146,541 2.2 1,219,813 2.3 △ 73,272 △ 6.0

教 育 費 8,166,290 15.7 6,737,084 12.7 1,429,206 21.2

公 債 費 2,683,784 5.1 3,098,166 5.9 △ 414,382 △ 13.4

予 備 費 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

52,200,000 100.0 53,000,000 100.0 △ 800,000 △ 1.5

人 件 費 6,719,862 12.9 6,349,149 12.0 370,713 5.8

物 件 費 7,235,540 13.8 8,052,336 15.2 △ 816,796 △ 10.1

維 持 補 修 費 254,454 0.5 251,005 0.5 3,449 1.4

扶 助 費 11,982,510 22.9 11,319,988 21.4 662,522 5.9

補 助 費 等 6,035,580 11.6 6,651,330 12.5 △ 615,750 △ 9.3

普 通 建 設 事 業 費 11,172,712 21.4 11,179,237 21.1 △ 6,525 △ 0.1

公 債 費 2,683,784 5.1 3,098,166 5.8 △ 414,382 △ 13.4

積 立 金 2,227,479 4.3 2,380,948 4.5 △ 153,469 △ 6.4

繰 出 金 3,140,100 6.0 3,093,612 5.8 46,488 1.5

投 資 及 び 出 資 金 717,979 1.4 594,229 1.1 123,750 20.8

予 備 費 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

52,200,000 100.0 53,000,000 100.0 △ 800,000 △ 1.5

義 務 的 経 費

一 般 行 政 経 費

投 資 的 経 費 11,172,712 21.4 11,179,237 21.1 △ 6,525 △ 0.1

△ 1,412,328

618,853

（物件費・補助費・繰出金等）
39.719,641,132 37.6 21,053,460 △ 6.7

3.0

６

20,767,303 39.2

７

８

９

１０

１２

（人件費・公債費・扶助費）

歳　　出　　合　　計

21,386,156 41.0

１

２

３

４

５

<< 一般会計　歳出内訳（性質別） >> (単位：千円、％）

区　　　　　　　分
令 和 ８ 年 度 令 和 ７ 年 度 比 較

当 初 予 算 額 構 成 比 当 初 予 算 額 構 成 比 増 減 伸 率

１２

１４

歳　　出　　合　　計

６

７

８

９

１０

４

５

構 成 比 当 初 予 算 額 構 成 比

１

２

３

当 初 予 算 額 伸 率

<< 一般会計　歳出内訳（目的別） >> (単位：千円、％）

款
令 和 ８ 年 度 令 和 ７ 年 度 比 較

増 減



 22

 

<< 年度別市債および基金残高一覧（一般会計） >>

R4 R5 R6 R7 R8

令和４年度末 令和５年度末 令和６年度末 令和７年度末 令和8年度末

普 通 債 9,907,200 9,156,736 10,352,733 15,793,960 20,186,452

災 害 復 旧 債 4,034 2,441 947 422 211

赤 字 補 填 債 13,064,357 11,918,050 9,836,461 7,851,948 6,753,418

22,975,591 21,077,227 20,190,141 23,646,330 26,940,081

△8.7 △ 8.3 △ 4.2 17.1 13.9

281,326 257,725 246,998 289,280 329,575

財 政 調 整 基 金 5,318,848 5,425,637 5,634,569 4,137,123 3,194,457

減 債 基 金 3,543,633 3,945,339 3,618,141 4,085,511 3,971,679

特 定 目 的 基 金 17,068,674 18,749,663 19,756,114 15,372,336 9,313,063

公 共 施 設 等
整 備 基 金

5,607,156 6,100,602 6,064,215 3,425,883 1,698,885

福 祉 基 金 76,503 76,774 70,870 65,980 62,388

退 職 手 当 基 金 682,660 719,158 632,469 633,330 603,742

ふるさと応援基金 8,014,004 9,512,998 11,030,671 8,466,713 4,615,115

ふるさと創生基金 91,607 91,673 86,438 76,548 45,110

安土墓地公園基金 44,326 49,007 49,842 51,259 55,590

歴史ま ちづ くり
基 金

35,868 35,894 31,194 31,237 31,440

改 良 住 宅 基 金 92,214 94,056 90,488 73,772 64,522

大災害 支援 基金 75,449 75,504 75,577 75,668 76,160

農 業 振 興 基 金 28,827 28,110 27,195 26,738 25,657

子ども ・子 育て
支 援 基 金

2,320,060 1,965,887 1,597,155 2,445,208 2,034,454

25,931,155 28,120,639 29,008,824 23,594,970 16,479,199

12.4 8.4 3.2 △ 18.7 △ 30.2

317,515 343,849 354,883 288,652 201,600

81,669 81,782 81,742 81,742 81,742

伸 率

市民１人あたり（円）

合 計

伸 率

基
金
（

貯
金
）

人口（人）

特
定
目
的
基
金
（

内
訳
）

市
債
（

借
金
）

市民１人あたり（円）

合 計
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令和６年度決算分析指数等                
 

    （単位︓千円・％）                     

標 準 財 政 規 模 20,404,873 実 質 収 支 比 率 3.0 

 うち臨時財政対
策債発⾏可能額 

92,085 経 常 収 支 比 率 90.3 

基 準 財 政 収 ⼊ 額 10,989,459  
減税補てん債及び臨時
財政対策債を経常一般
財 源 か ら 除 い た 率

90.7 

基 準 財 政 需 要 額 17,388,170   

財政⼒指数 0.637   

積⽴ 
⾦現 
在高 

財政調整基⾦ 5,634,569   

減 債 基 ⾦        3,618,141 積 ⽴ ⾦ 現 在 高 比 率 142.２ 

その他特定目的基⾦ 19,756,114 地 ⽅ 債 現 在 高 比 率 98.9 

⼟地開発基⾦現在高 1,160,565   

地 ⽅ 債 現 在 高 20,190,141 債 務 負 担 ⾏ 為 額 17,523,093 

 

健全化判断⽐率 

 
実質赤字比率 連結実質赤字比率 

実質公債費比率 
将来負担比率

R4、R5、R6 単年度 3 カ年平均 

令和 6 年度 ― ― 0.2 0.0 △0.4 0.0 ― 

令和 5 年度 ― ―    0.4 ― 

 

R3,.R4.R5 
３カ年平均 


